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研究成果の概要（和文）：今後、わが国では高齢化が進み、救急搬送から治療までを含む救急医療サービス需要
の一層の増加が予想される。そこで、本研究では、効率的な救急医療システムの構築に資する知見を獲得する目
的で、救急搬送および入院治療データを用い、迅速・適切な救急搬送システム、および、効果的な治療法の検討
を行った。救急搬送を要する疾患の予後は搬送時間と入院後の治療の影響を受ける。しかし、高度な治療が行え
る医療施設は限られており、搬送時間と高度な入院治療はトレードオフの関係になっている。本研究では急性疾
患のデータを用い、救急搬送時間、病院到着までの効果的な処置等について包括的に検討し、実務的に意義のあ
る知見が得られた。

研究成果の概要（英文）：In Japan, it is expected that demand for emergency medical services will 
increase due to advancement of aging society. Thus, in order to obtain findings conducive to the 
construction of effective emergency care system, we used emergency transport and in-hospital care 
data, and evaluated factors related to effective emergency transport system. We also identified 
factors related to effective care for acute patients who were transported by an ambulance car. The 
care outcome of an emergency patient is largely influenced by transportation time and inpatient 
care. In an actual setting, however, medical facilities which can provide advanced care is limited 
in number. Thus, transportation time and advanced care is in a trade-off relation. In this study, we
 analyzed emergency patient data, which includes transportation time, prehospital medical 
intervention, and in-hospital care, and obtained findings effective in constructing an effective 
emergency transportation and medical care system.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国は本格的な高齢化社会を迎え、効率的な救急医療体制の整備が不可欠となっている。救急搬送需要は既に
救急搬送能力を超えているといわれており、効率的な体制の整備が不可欠である。また、救急患者は搬送時間と
入院後の治療が予後に大きく影響する。しかし高度な医療を提供できる医療施設は限られており、搬送時間と入
院後の治療はしばしばトレードオフの関係にある。本研究で得られた知見は効率的な救急医療体制のあり方を考
えるうえで有益であり、社会的な意義を有していると思われる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、我が国では救急出動や救急搬送の需要が大幅に増加し、搬送能力の限界に近づきつつ

ある。今後、高齢化によって搬送から治療までを含む救急医療サー ビス需要の一層の増加が予
想されることから、効率的な救急医療システムの構築に資する新たな知見の獲得が重要である 
 
２．研究の目的 
本研究では、自治体の救急患者の搬送と入院治療のデータを用い、迅速・適切な救急搬送シ

ステム及び効果的な治療法の検討を行うことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
（１）自治体の救急患者の搬送と入院治療のデータを突合させ、救急搬送、病院到着前の処置、
病院到着後の治療要因と患者アウトカムの関連を多変量モデル用いて検討する。 
（２） 総務省消防庁の病院外心肺停止症例に関するウツタインデータと気象データを突合させ、
救急搬送、病院到着前の医学的処置、気象の要因と患者アウトカムの関連を多変量モデルを用
いて検討する。 
 
４．研究成果 
（１）脳卒中患者の予後は発症から病院到着までの搬送時間と病院到着後の治療内容の影響を
受ける。脳卒中の場合、血栓溶解剤の使用と外科的な血栓回収処置が行われ、両方の処置を行
った場合に患者の予後が大幅に改善される。しかし、血栓回収療法は高度な設備を備え一定の
経験を有する医師が複数在籍する医療施設に限られる。そのため、脳卒中患者が発生した場合、
搬送時間を重視して直近の医療施設に搬送するか、治療内容を重視して搬送時間が長くかかっ
ても血栓回収療法まで行える遠方の医療施設に搬送するかは、いわばトレードオフの関係にあ
る。わが国では、脳卒中治療において、発症から病院到着までの搬送時間、治療内容、患者の
予後の関係についての知見が確立していなかった。今回の我々の研究では、医療施設の機能ス
コア（CSC スコア）は患者の死亡率と関連しており、高い機能スコアを有する医療施設への搬
送は患者の予後の改善と関連していた。また、医療施設までの搬送時間の延長は患者の予後の
低下と関連していた。結論として、脳卒中患者の１か月死亡率を減少させるためには、救急搬
送時間の短縮よりも、血栓回収療法が可能な医療施設への搬送を優先させる必要性が示唆され
た。 
 
（２）病院外心肺停止（OHCA）患者に対する蘇生治療として、２相性波形の除細動器を用いた
早期の心肺蘇生が有効とされている。除細動器は波形が単相性と２相性の２種類があるが、今
日まで、除細動器の波形と除細動回数等の要因との交絡が患者アウトカムに及ぼす影響につい
ては知見が得られていない。そこで、除細動波形と発症から除細動までの時間及び、除細動回
数の交絡が患者の蘇生アウトカムに及ぼす影響について検討した。本研究は２００５年から２
０１４年までわが国の病院外心肺停止（OHCA）症例を用いた観察研究である。除細動器の波形
と除細動までの時間または除細動回数の交絡が患者アウトカムに及ぼす影響は加法スケール
（relative excessive risk due to interaction, RERI）および乗法スケール（ratio of odds 
ratios (ORs)）を用いて評価した。患者アウトカムの指標として、病院到着前の心拍再開（ROSC）、
１か月生存、及び、１ケ月後の脳機能（CPC）（１，２）を用いた。基準に適合する症例は７１，
５６６例あった。除細動波形と除細動までの時間の交絡については、ROSC の ORｓは
0.84(0.75-0.94）で、除細動までの時間の ROSC への影響は除細動波形によって悪化することが
示唆された。除細動波形と除細動回数の交絡は、CPC（１，2）の RERI は‐0.25（-0.47 to -0.06）、
ORｓは 0.79（0.67 - 0.93）で、除細動回数の CPC への影響は除細動波形によって悪化するこ
とが分かった。以上より、除細動波形にかかわらず、除細動回数の増加は ROSC の低下と関連し
ていることが分かった。しかし、2 相性波形の場合のみ、除細動回数の増加は 1 か月生存率、
及び、1 か月後の CPC(1，２)の上昇に関連していることが分かった。実務的には、2 回以上除
細動を行う場合は、長期予後の観点から、２相性除細動器の方が単相性除細動器よりも有効で
あることが示唆された。 
 
（３）患者が病院外心肺停止（OHCA）を発症した場合、その場に居合わせた通行人の速やかな
心肺蘇生が有効であることが分かっている。通常、通行人は患者を目撃した後に１１９番通報
をし、電話を受けた通信指令員は通報者に蘇生の指示を行う。しかし、この通信指令員による
指導の有効性は不明で、有効、無効のいずれの場合であっても、その理由も分かっていない。
そこで、我々は通信指令員の指導を受けた場合と、受けていない場合の心肺蘇生と患者予後の
関係について検討した。本研究では全国の病院外心肺停止症例のウツタインデータを使用した。
患者の年齢は 18歳から 100 歳で、2005 年から 2014 年のデータを使用し、通信指令員の指導を
受けて心肺蘇生を行った群と受けずに心肺蘇生を行った群はプロペンシティ・スコアでマッチ
ィングを行った。アウトカム指標は病院到着前の心拍再開（ROSC）、1か月後の脳機能（CPC）（1，
2）であった。研究期間中に 1176351 件の OHCA が発生し、そのうち 87400 症例が解析の基準を
満たした。プロぺンシティ・スコアでマッチィングした集団では、通信指令員の指導を受けた
心肺蘇生は、そうでない場合に比べ、ROSC（OR＝0.87、0.78‐0.97）、1 か月生存（OR=0.81、



0.65‐1.00）、CPC（１，２）（OR=0.64、0.43‐0.93）の全てのアウトカム指標と負の関連を示
していた。以上から、通信指令員の指導を受けた心肺蘇生は、そうでない場合と比べ、蘇生効
果が低く、その原因は心肺蘇生の質の低さによることが示唆された。 
 
（４）欧米では大きなスポーツ大会の際に病院外心肺停止（OHCA）症例が増加することが報告
されている。もしわが国でも同様の傾向が確認されれば、効率的な救急医療システムを構築す
るうえで、対応を準備する必要がある。そこで大相撲開催中とそれ以外の時期の病院外心肺停
止（OHCA）症例の発症件数を比較した。データは 2005 年から 2014 年の病院外心肺停止（OHCA）
症例に関するウツタインデータを用いた。対象地域は東京都内で、対象症例は 18 歳から 110
歳の心原性の病院外心肺停止とした。解析はポアソンモデルを使用し、相撲開催日とそれ以外
の日の OHCA 発症リスク比を、性別、年齢階層別に検討した。その結果、相撲開催日には全体で
９％の病院外心肺停止（OHCA）の発生率の増加が見られ、75歳から 110 歳では１３％の発生率
の増加が見られた。この結果を確認するため、別の集団や解析手法を用いた更なる検討が必要
と思われる。 
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